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lDo5 日本化学企業における、 インスティチューションと 
技術経営との 共進 ダイナミズム 

0 山内伸一 ( クラリアントジャパン ) , 渡辺千個 ( 東工大社会理工学 ) 

1. 序 Marten  (2001)  [4] は、 共 適応 (co-adaptation) と 共進 

イノベーションは、 日本の制度や 文化 ( インステイ (co-evoIution) をそれぞれ 6tting together, changing 

テューション ) , との相互作用・ 共進 (co-evolution)  together と定義、 共進の結果が 共適応をもたらすとし 

の ダイナミズムに 依存する。 日本の経営システムは 本 て t, 、 る " 

来 的にこの面の 卓越した機能を 内包しており、 90 年代 インステイテューション 内におけるイソベーション   

以降の停滞はこの 共進 ダイナミズムの 節節に起因する。 技術経営ひいては 経営戦略の発展過程は、 これらエコ 

日本の企業はこの 日本の本来のインステイテューショ システムの進化に 類似している。 す な れ ち インステイ 

ンの 特色を発揮するように、 経営・イノベーション キ テューション 内における、 表層・深層の 相互作用は 、 

法を進化，脱皮させる 必要があ り、 これを放棄ずれば 自己増殖 (Watanabeetal.,2003[7]) を惹起しこれ 

逆にバローバルな 競争力は失われそ ) 。 メガコンピティ が共進をもたら - すと考えられ、 更にこの 女進はイ / ベ 

ジョンのもとでは、 独自のものを 持たない企業は 生き ーションひいては 環境の変化に 機敏に対応できる 企業 

残れない。 ビジネスモデルやバローバルスタンダ - ド の最適レジ リェ ンス構造に影響すると 考えることが 出 

の 経営だけでは 勝ち続けることは 困難であ る。 メガ コ 来る。 Watanabe  and  Yamauchi  佗 00%  [6] は、 欧州 

ンピ ティションは 、 異なった文化の 企業が 、 異なった で成功している 製品の日本への 技術移転を分析、 イン 

文化の国々で、 異なった文化のカスタマ - な 相手に戦 ステイテューションの 上層・深層の 相互作用のもとで、 

ぅ からであ る。 本研究では日本の 化学工業・企業を 取 深層部分が経営意思決定に 大きな役割を 果たずことを 

り 上げ、 日本のインスデイデューションの 比較優位を 実証している。 

生かす経営につき 考察、 変化に機敏に 対応できる最適 

レジ リェ ンス構造の提案を 行 う 。 3. 日本化学工業の 実証分析 

3. 1  日本化学工業 (D 歴史と現状 
2. インステイテューション とエ コシステム 日本㈲化学工業は、 市場の割に小規模乱立、 企業 規 

インステイテューションは 社会経済全体のシステム 模 が国際的に小さく、 更に高コスト 構造のもと、 多く 

であ り、 それは生きているがゆえに 環境の変化に 対応 の企業が過当競争で 利益を下げあ い、 また歴史的経緯 

して自己の構造・ 機能を変化させて 成長する変化的 シ ( 護送船団方式 ) から来る体質のもと、 国内市場の シ 

ステム と 捉えることが 出来る。 このモデルとして エコ エ アの分け合いで 満足していたため、 自動車・家電の 

システムモデルが 有用であ る。 今日までこのインステ よ う に高い国際競争力を 持っ企業が出ることが 無かづ 

イ テューションの 挙動に関して、 エコシステム 論から ヰ @@@@@a @@ それでも市場拡大を 続けるユーザー 加工業 ( 自動 

多くの理論的・ 実証的研究があ るが、 インステイ テュ 車 ・家電など ) に質の高い製品を 供給することで、 そ 

一 ションの垂直的構造、 す な れ ち 三次元的に捉えた 研 れなりの企業成長は 可能であ った。 しかし、 量産型 産 

究 はほとん， ど 存在しない。 唯一の先駆的研究は 業の国内成長が 限界となり、 一方で M&A などにより 

Koestler (1967) f3] によって行われている。 彼は 、 イ 再構築されたバローバル 企業がアジア 戦略を強化、 汎 

ンステイテューションは 階層構造を持ち、 かつ上層   用樹脂は 2004 年の関税引き 下げなど、 化学業界を取り 

深層間で相互作用を 持つ有機体と 仮定している。 彼の 巻く環境は厳しい。 疫学モデルを 用いた成長過程分析 

木 ロンの概念は、 各有機体は全体としてのみならず、 では、 日本の化学工業の 成長はほ ほ 単純な S カーブに 

上層構造の一部を 構成しており、 インスデイテュー シ 沿い、 1990 年代中盤には 普及天井に接近し、 出荷額に 

ョンも同様に 考えることが 可能としている。 また あ まり変化が見られない 事が実証されている ( 森崎， 

22004[10]) 。 これは日本において 化学工業は成熟産業で、 

市場規模そのものが 天井に近づき つ っあ り、 今後企業 

制度、 1 渡辺等は ②企業レベルでの 、 「インステイテューション」は 組織文化、 ③時代背景といった 、 ①国家戦略・ 3 つの次 社会 は売上高自体を 劇的に上昇させることは 難しいという 

元で構成されるとしている。 
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ことを示唆している。 まだこの失われた - ℡年で体力を 

消耗した結果として、 プラシ ト の事故なども 頻発して 

いる。 更に日本の化学企業は、 日本以外の地において 

対等な条件のもとで 海外の企業と 真の自由競争をした 

という経験に 乏しい。 従って国際的な 競争水準は高 い 

とはいえない 状況であ る ( 自動車・輸送機器産業・ 精 

密機械・工作機械などの 輸出比率の高い 多くの加工・ 

組み立で型産業に 世界最高水準の 企業が多いのと 対照 

的であ る， ) 。 また欧米の化学企業と 比べる ど 、 平均し 

て満足できる 収益性を実現できていない。 これ・らの状 

況のもと、 - 般的には「日本の 化学工業 は 弱い」 と ぃ 

ぅ 理解になるが、 財務省の貿易統計を 見れば、 こ，こ 1 

0 午で輸出額及び 輸出 / 爾ノ 、 割合は増加、 2000 年で 

呂 ㏄ 万 ドルの出超どなっでおり、 総出超総額の 15.8% 

を占める輸出産業となっている。 これほ、 - 方で汎用 

品から高機能 品 へその内部構造を 変化さ せ ながら・ 高 

い 生産性を保って さ たことに起因すると 考えられる。 

利益率など財務指標でも 企業間格差が 見られ、 - 概に 

日本の化学工業とは 呼べないことも 確かであ る。 化学 
企業 は 、 過去、 オイル " ショック・公害・ 円高などの外 

的危機をうまく 乗り越えて来だ。 これ・らを教訓として 

うまく学習し、 構造的変革のチャレンジを 継続的に行 

って進化・脱皮して 来た企業は高いレジ リェ ンス構造 

を構築して来た。 d 方 工業化社会での 成功体験を組織 

的，慣性としで 引きずる現象も 多く見受けられ、 典型的 

な例 は 期待が大きがった 住友・三井合併計画の 白紙撤 
回・ や力 ネボウ㈲例であ る。 各企業はその 特性を分析し・ 、 

各企業に合った 最適なレジ ジ エンス構造構築に 向けた 

努力が必、 要ど 考えられる。 
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図 1. 化学企業 28   社の売上高営業利益率と 

多角化度の関係。 

出典 : 森崎、 2004  [10]0 

の間に、 顕著な業績を 上げているのが 信越化学でわる ， 

9 期連続最高益の 更新、 これを総合化学他社 ど 比較し 

たものが図 2 であ る。 また時価総額は 世界 5 位で、 国 

内の化学企業の 中で群を抜いている。 革運倍率は売上 

高で i. 73 倍、 純利益で 2.15 倍と関連会社 め 貢献が大 

  新規事業 は 独自開発に加え、 腱 A による拡大出 

に 積極的で、 先だってはスイスの 化学企業からセルロ 

ース事業を買収、 一気に欧州拠点を 確立じた。 信越の 

ポ - トフォリオの 特徴は汎用分野 ( 塩ビ・シリコ - 力 

と成長分野 ( 半導体・通信関連 ) のバランスで、 かつ 

これらが世界シェアのⅠ -3 位に位置付けなれること、 

3.2  利益率と多角化度、 レジ リコこ ンスフアクタ - 

化学企業 28 社の売上高 む博 91 - 2002 年平均Ⅰを目 

的変数に・多角化度 (1957 - 1998 年平土卸を説明変数 

に取り、 コブ・ダバラス 型関数を用いて 単 回帰分析を 

行った結果は 図 1 であ る。 更にレジ リェ ンスファクタ 

一 検討のため、 利益率と最適多角化度・ 売上高・研究 

開発強度・機能性製品依存度・スピルオーバ - 技術な 

どの相関を分析した。 これらより、 「企業の多角化度に 
は最適水準が 存在、 この条件の " と コア事業を強化、 

そ lZ) 上で機能性技術へ 多角化しでいる 企業が 、 高い利 

益 率を生み出している @ ことを実証した。 そして信越 

化学がこれらのファクタ 一で抜きん出でいることを 見 

出している ( 森崎、 2004[10])(Yamauc ㎡， MoI ヰ sak Ⅱ :t 

田 ．， 2004[5]) 。 

更にリスク分散を 世界 3 極体制にて行っているところ 

にあ る。 グローバ ツ ¥, 展開を進め、 海外売上比率は㏄ % 

を 突破しでいる " 利益バラン ; スの 推移を図 3 に示した 

が、 汎用・成長分野が 各々の好不況を 補い全体で利益 

を増加させている。 日本では経営が 難しい塩ビにおい 

て 、 米子会社シンテックの 増設によ り 図 4  (/J ようなⅠ 時 l 

ぴを達成、 日本の全生産高 よ 。 大きい。 

この信越化学の 顕著、 について、 こ - こ騰 年の動きに 

注目される事が 多いが、 この深層は戦後からの 歴史に 

  負 う ところが多い。 これを社史 (1992[.15]) などより 

整理すると表 1 のような特徴を 指摘することが 出来る。 

これらから言えることは、 「人間尊重、 伝統、 絶えざる 
変革、 社員のやる気と 堂 習 、 強 。 リーダーシップに 基 

づく戦略転換」などであ る。 結果的に、 「日本人の持っ 

深層の特質」を「トップの 強力なリーダーシップで こ 
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冊 2%  ・   総合化学会社の 比較 ( 売上， 高 、 利益率 ) 。   

出典     各社アニ，アルレポートより 作成。 

表 ]  信越化学の特徴的なビジネスモデル 

戦後から㈲ - 貫した強いリーダーシップ 

企業文化の早期形成 ( 肥料会社からの 脱皮 ) 

海外への早期進出、 海外事業からの 学習 

何回かの企業危機、 その克服と学習 

早期㈲ -7 ア イン化、 進取の気風 

運命共同体、 集団の強さ、 (525 でのデミンバ 賞 ) 

メ、 材の育成・教育・ 学習㈲システム 作り 

変化に強い企業体質づくりへの 努力 

相対的に長い 社長の任期と 特色あ る経歴 

良好な労使関係 
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 生産性 め高 。 システムとしており、 これが企業の 文化 

を形成しかつこれが 進化して。 る 。 図 S に階層構造を 

用いた ェコモヂル を記載する。 

基本的特徴は 日本の文化特性から 来る深層部分であ 

り、 これらは信越に 限らず日本の 組織体が本来的に 持 

っ 特質で日本の 比較優位 ど 考えられる。 日本のこの深 

層の特質を生かす 経営、 顕在化させる 経営に、 信越 は 

戦後より絶え 間なく努力してきだ 結果、 高いレジ リヱ 

ンス構造に結びついて。 るど 言える， 

3.4  海外化学 ; 企業との比較 

確かに海覚と 日本の各トップ 4 社を比較すればその 

売上高は倍以上の 差が見られる。 まだ・世界的には、 
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図 4. 塩ビの生産推移 ( ィぎ越 化学と国内総生産 ) 。 
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欧州で へ キスト，Ⅰ CT などから選択と 集中の名のもと 

に大掛かりな 再編が 90 年代から開始され、 さらに米国 

のデュポ ン が ，   2@ 統的 繊維事業を分社化するなど、 より 

効率的で身軽な 企業になるための 戦略が取られ・、 それ 

がお手本のように 言われ‥ 日本 D 化学企業はその 面 か 

らは遅れているよ う に言われて来だ。 規模を追求する 

石油化学部門などでは、 製造コストは 規模に左右され 

再編すべきところが 多く、 また既に開始されている。 

L ・かし，     /, ハミー - Ⅰ ノ ・ ヨ         を もだらす技術力・ 開発力は 必 

ずしも相関せず、 小さい組織の 方が有利な面もあ る。 

ちなみに、 欧米化学会社の 中には格付け㈹ 低下・負債 

の 増加・更なる 買収攻勢などで、 思ったような 効果が 

現れていない 企業も多く見られるⅠ永尾、 20()4 r1l 」 ) 。 
イシステイデュージョシの 深層部分が欧・ 米・ 日 、 

ひいては各国で 違 う 以上、 ぞれを生かす 経営の仕方は 

各国で当然異なるべきであ ろうと考えられ・ る 。 

4. 考 察 

日本の深層にあ る文化特性は、 本来卓越した 要素を 

内包している。 これは地政的・ 歴史的に由来する 農耕 
的文化を " 一ス とする集団の 強さ・平均点の 高さ・教 

育度の高さ・ 学習能力にの 学習意欲は日本人の 持っ 

対外恐怖症、 好奇心、 向上心より来る ) . 暖 昧を許容す 

る能力 ( 従ってフレキシビリティーが 高い ) など、 生 

産性の高いシステムであ り、 これが 日     偶の比較優位で 

あ る。 これが三次元構造を 持つイシステイテューショ 

ンの深層部分を 構成する。 次にこれが階層構造中位に 

位置する各企業の 文化・その時代の 日本や世界の 環境 

を経て、 表層㈹技術経営戦略に 影響する。 日本のこの 

深層の特質を 生かす経営、 ず なわちこの本来埋もれて 

いる潜在的能力 (DNA) を顕在化させ、 イノベ - ジョン 

を誘発させることが 肝要であ る。 ポ ジショニンバカ や 

ブランドカ、 戦略転換を行う 経営力が同時に 必要であ 

る 。 ( これは欧米の 企業の強いどころで ，食欲に吸収し 

自社に合うように 微調整・取捨選択が 必要。 ) これが出 

来ている企業、 すなわち日本のインステイテューショ 

うになってきた。 典型的な例は 、 i モードに代表され 

る携帯電話などであ る。 

日本の化学企業が 欧米の化学企業と 伍ゾ こ待ぐため 

には、 日本の比較優位であ るイシステイテュ @ ション 

の深層部分に 由来ずる、 生産性の高いシステム と 共進 
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 化学工業の戦略」と 一まとめに呼ばれてきた 日本の化 

学企業は、 リカ " 一 する企業と出来ない 企業の分化を 

経て、 各企業の戦略が 厳しく問われる 時代になって 行 

くと考えられる。 ( ちなみに欧米では 各企業の戦略を 問 
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今後の研究においでは、 

①巨木の優秀化学企業特有の 成長支配要因、 特に深層 

と表層の相互作用のメカニズム、 企業規模による 戦 

略の違い、 まだ今後益々重要になる ど 考えられるバ 

ローバル戦略、 

②再編が先行しだ 欧米化学企業との 比較実証分析、 ま 

だそれらの成否の 詳細、 

③他産業、 特に戦後同じような 傾斜生産方式を 採用し 

た 鉄鋼などとの 比較実証研究、 

などを通し、 日 ; な 化学企業ひいては 日本の産業競争力 
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